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抄録：憲法に規定された生存権を法律上の権利として具現化する生活保護制度に基づく保護の決定は、行政処分とし
て行われる。しかし、行政処分としての保護の決定を受けるための受給要件の認定は、本来法律に定める客観的な基
準に基づいて行われるべきであるが、必ずしも客観的な基準により受給要件が認定されて保護が実施されてきたとは
いえない。その背景には生活保護制度の運用が制度創設時からケースワークとして行われるとされてきた歴史的経緯
がある。本稿は、地方自治法の改正により、2000年以降「保護の決定及び実施等に関する事務」が法定受託事務とさ
れ、従来ケースワークの一環とされてきた事務との区分が法律上明確化されたことを踏まえ、保護の決定及び実施等
に関する事務とケースワークに係る論点の整理を行うとともに、保護の受給要件の認定に関し、考慮すべき事項の共
通化（アセスメント様式の開発）が求められる背景を明らかにするものである。
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Ⅰ はじめに
生活保護制度の運用は、主として保護の決定及び実施
（以下「保護の決定実施」）に関する事務として行われる
ことが、生活保護法に規定されている。しかし制度の確
立期以降、生活保護制度の適用が、アメリカ社会事業に
おける社会福祉技術である「ケースワーク」として行わ
れると考えられてきた経緯がある1 )。
制度の運用をケースワークとの関連で捉える見解は、
制度の目的のうち最低限度の生活保障を法に基づく経済
給付とし、他の一つの目的である自立助長を具体化する
ためにケースワークが行われるとする見解と、保護の決
定実施を含めた運用自体をケースワークとして捉える見
解の両極に、大別することができる。生活保護制度にお
けるケースワークの意味するところは多様であり、論者
により異なる。
制度運用について、法的枠組みから整理すると、最低
限度の生活保障については、 8 種類の扶助の適用として
法律に規定されているが、他の一つの目的である自立助
長については、その具体化を図る仕組みは規定されてい
ない。
生活保護法は、要保護者の保護請求権の行使に対する
保護の実施機関の応答を、法律上の義務として保護の決
定及び実施に関する事務（法第19条・第24条）と位置づ
けており自由な裁量に任されているものではない。
なお2000年以降、地方分権の推進に伴う法改正の中
で、保護の決定及び実施に関する事務と「従来ケース
ワークとして」行われてきた事務が、それぞれ法定受託
事務と自治事務に区分され、保護の決定実施に関する事
務とケースワークが分離されている2 )。
したがって、制度の運用をケースワークの在り方に置
き換えて議論を進める前提が失われており、これをふま
えた上で、いかに保護の受給要件を認定し、保護の決定
を行っていくべきか、その在り方についての論点整理が
求められているのである。
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Ⅱ 問題の所在
１．「保護」とは何か
生活保護法第 1 条は、「この法律は、日本国憲法第25
条に規定する理念に基づき、国が生活に困窮するすべて
の国民に対し、必要な保護を行い、その最低限度の生活
を保障するとともに、その自立を助長することを目的と
する」と規定する。
小山は、「必要な保護」について、その人の客観的に
必要とする保護であり、その人の満たされない需要の態
様及び程度が客観的に認定されるから、これに対応し必
要な保護も客観的に決定しうる理であるとし、したがっ
て必要な保護を認定する行為の法律上の性質は覊束裁量
であると述べている。その一方で、「この法律では保護
という言葉を特に定義していない」が、「国がこの法律
の定める所によって被保護者に対して行う金銭給付又は
物品給付を指す」のは「最狭義」であって、「我々が通
常保護として行っているケースワークの多くはこの中に
含まれていない」と述べ、ケースワークも保護に含まれ
るという見解を示している（小山，1975：94）。
ケースワークも保護に含まれるという考え方は、生活
保護法を適用すること自体がケースワークであるとする
考え方につながるものであるが、小山は、それが法律に
規定されていないと述べている。そこで、そのケース
ワークが必要な場合の保護（ケースワーク）について、
「寧ろ、保護の実体的部分は法外の事実行為として行わ
れるであろう」と述べている。このような主張の背景に
は、戦後 SCAP の行政指導により、アメリカ社会事業
におけるケースワーク理論の導入が行われた経緯が明ら
かとなっており3 )、1950年の社会保障制度審議会勧告に
おいて、社会福祉機関が、生活保護受給者を含む援護育
成を要する者の個別処遇（ケースワーク）を行うとされ
ていること、などが指摘できる4 )。
制度創設時の厚生省社会･援護局保護課長であった小
山が、「必要な保護」とは行政処分であるが、それに含
まれないケースワークがあり、これは法律に規定されて
いないが、これも「保護」であると述べ5 )、これが生活
保護制度の確立期において定着した。
確かに、ケースワークは法律上規定されておらず、保
護の実施機関の担当職員を、ケースワーカーと呼称する
法令の根拠は今日まで存在していない6 )。小山によれ
ば、保護には、行政処分として行われるものと、「ケー
スワーク」として事実上行われる二つの保護が存在する
ことになる。
２．行政処分としての保護の決定の意義
制度の目的と事務の区分
保護とは、生活保護法に基づいて、その目的である最
低限度の生活保障と、自立を助長するために行われる
「必要な保護」のことで、制度確立期以降、それが行政
処分として行われる保護と、ケースワークとして行われ
る保護があるとする考えが定着した。
ケースワークが保護であるという見解は、その根拠を
保護の目的である自立の助長の具体化として位置づける
ものである。ケースワークが自立の助長を具体化する保
護であるとする見解は、最低生活保障が法定の定型的な
経済給付であり行政処分として行われ、自立助長はケー
スワークすなわち専門的な対人援助として行われるとい
う二つの見解が表裏の関係で論じられる契機となっ
た7 )。
一方で、法に基づく行政処分自体をケースワークとし
てとらえる見解もある8 )。
３．保護の受給要件の認定の在り方
本来、憲法に規定された生存権を法律上の権利として
具現化する生活保護制度において、行政処分としての保
護の決定は、適正な受給要件の認定に基づくべきもので
ある。保護の決定に係る受給要件の認定過程が、行政処
分の過程ではなく、ケースワークの過程としてとらえら
れる場合に、保護請求権を保障する上で何が課題となる
か明確化することが求められる。
Ⅲ 先行研究の状況
生活保護法第 1 条は、法の目的を最低限度の生活保障
と自立の助長の二つであると規定し、この制度が社会保
障の制度のみならず、社会福祉の法としての役割を有す
ることを明らかにしている。自立の助長については、こ
れを根拠として社会福祉の役割を具体化する福祉技術と
してケースワークを行うことが自明のこととされ（小
山，1975：94-95) 9 )、生活保護制度におけるケースワー
クの意義が論じられてきた。しかし生活保護制度におけ
るケースワークに関する議論は、「制度政策としての「公
的扶助」に社会福祉技術としての「ケースワーク」をど
う位置づけるか」というように、主としてその位置づけ
であって（加藤，1979：80）内容が議論されたものでは
なかった。
ケースワークの内容即ちその意味するところに関して
は、制度が創設された当初から、ケースワークを法律の
定めるところによって行われる金銭給付に対して「法外
の事実行為」としつつ（小山，1975：96）ケースワーク
自体が保護であるとする見解から10）、最低生活保障を単
なる給付金の支払と捉えるべきではなく、保護の決定自
体がケースワークであるとする見解（黒木，1953：7）
など、公権的解釈自体も確定されていたとはいえない。
また今日ではケースワークという用語を使わず、制度
の機能を、「最低生活保障（経済保障機能）」に対する「自
立助長（対人サービス機能）」と捉える見解（岡部，
2002：75-75）があり、国の制度運用においても統一さ
中部学院大学・中部学院大学短期大学部 研究紀要第17号(2016）41-50
― 42 ―
れた内容とはなっていない11)。
さらに、要保護者を施設に措置すること、「指導及び
指示」、「調査及び検診」等は、それぞれ行政処分として
行われ、同時に自立助長を含む法目的達成のために行わ
れ、「ケースワーク」としての行為としての意味も持ち
うることとなる。行政処分とケースワークの意味すると
ころが、渾然一体となって認識されてきた歴史的経緯が
ある。
近年生活保護制度における保護の決定実施過程におい
て法の受給抑制的な運用が報道され12)、制度の在り方が
社会的な課題となっている。
本稿では、現行生活保護法の確立期から今日までの、
保護の決定及び実施が「ケースワーク」との関連でとら
えられてきた生活保護制度に係る公権的解釈及び先行研
究における議論を、生活保護法における保護の決定実施
に関する事務の法律上の枠組みから、その整合性を検討
し、保護の受給要件認定の在り方を考察する。
１．制度確立期の制度の運用をケースワークとの関連
でとらえる見解
（１）制度確立期におけるケースワーク13）
現行生活保護制度の確立期には、制度創設に中心的役
割を果たしたとされる小山のほか、厚生省の政策担当者
を中心に、木村忠次郎、黒木利克、仲村優一等が、生活
保護制度の実施に関し公権的解釈を形成した。この時期
の特徴は、生活保護制度は、ケースワークとして行われ
ると考えられたことである。
この期の生活保護ケースワークに関する公権的解釈に
関し、「生活保護百問百答」がある。その中で、木村は
福祉事務所で現業を行う所員が、第一線のケースワー
カーとして生活保護に関して、面接、調査、判断、指導
という方法により「ケース・ワーク」を行うとしたが、
法第一条の自立助長に関しては「惰民養成を排除せんと
する」趣旨であるとした（木村，1955：113；木村，1950：
49）。
小山は、生活保護において第一義的なものは法律の定
める所によって行われる金銭給付であるが、ケースワー
クを必要とする対象に限り、「現実には保護として行わ
れ、且つ、被保護者の自立指導の上に重要な役割を演じ
ているケースワーク」が、「保護の実体的部分」となり
「法外の事実行為」として行われるとした（小山，1975：
96）。また「生活保護百問百答」第四輯で、「認定をその
世帯に対するケースワークの一過程たらしめる考慮を忘
れてはならない」とし14)、収入認定もケースワークであ
るとし、第六輯「ケースの取扱い事例とその評釈」では、
ケースワーカーの実務即ちケースワークとして、事例が
示され、その評釈が行われている（黒木，1953）。
黒木は、①収容保護の決定、②「（一）保護の申請者
に対し公的扶助事業の内容を解説すること（二）保護の
適格性を決定すること（三）支給扶助費を算定すること
（四）継続的にサービスを与えること」に関連し、「扶助
の適格性は、サービスないしケース・ワークの技術を必
要としない日常事務であると信じているものが多い」
が、「むしろ最高度のケース・ワークのサービスを必要
とする」とした。いわば生活保護を受給する者はすべ
て、サービスの対象となり、生活保護の施行自体をサー
ビスと捉え、とくに保護の決定の局面に、サービスに含
まれるケース・ワークの技術が不可欠であるとしたので
ある。したがって、ケースワークはすべての世帯に必要
とされたのである（黒木，1953）。
仲村は、ケースワークを「自立助長を目的として行わ
れる経済給付以外の措置」であり、対象者に対する心理
的働きかけ、社会資源の活用、環境の調整を含み、サー
ビスが保護を受けないで済む状態に立ち直ることを目的
に行われるものとしつつ、「ケースは何らかの意味で問
題を持っているケース」ととらえ、問題と見るべきでな
いものまで、問題のケースとしてみてしまう、「抽象的
ケースワーク論」を批判した。また、自立助長のサービ
スを要するか否かをふりわけ、要するケースに対して
ケースワークを行うというのではなく、すべてのケース
が自立助長に向かうようにする最低生活を行うことが公
的扶助ケースワークの目的であるとした（仲村，1956）。
（ 2 ）法外の事実行為としての「ケースワーク」
生活保護法第 1 条は、この法律が憲法第25条に規定す
る理念に基づき、国家が生活に困窮するすべての国民に
対し、その困窮の程度において、「必要な保護を行い、
その最低限度の生活保障」を行うとともに「自立の助長」
を行うことが制度の目的であるとしている。この制度が
創設後、どのような考え方に基づいて実施されることと
なったのか、この法律の創設を担当した厚生省社会局保
護課長小山は、生活保護法は憲法第25条に基づくのであ
るから、実質的に単なる社会福祉の法ではなく、社会保
障の法であるとする。一方で、自立の助長については、
「人をして人たるに値する存在」たらしめるためには単
にその最低生活を維持させるだけでは十分でなく、凡そ
人はすべてその中に何らかの自主独立の意味において可
能性を包蔵しているので、これを助長育成して、その人
を社会生活に適応させることが、真の意味において生存
権を保障する所以であるとしている15)。
そこで、生活保護制度の運用において「生活保護制度
の社会福祉性」が強調され、「現実には保護として行な
われ、且つ被保護者の自立指導の上に重要な役割を演じ
ているケースワーク」（下線筆者）に意義が見出される。
しかし小山の解釈において、特徴的なことは現実には保
護として行なわれるとしながら、そのケースワークの多
くが、法律上では行政機関によって行なわれる単なる事
実行為として取り扱われ法律上何等の意義を与えられて
いないとする点である。
その結果、「生活保護において第一義的なものは金銭
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給付や現物給付のような物質的扶助であるとの考を生じ
させがちであるけれども、ケースワークを必要とする対
象に関する限り、このように考えることは誤り｣であり、
労働を怠る者の場合には、金銭給付は全体の過程の単な
る一部分であるに過ぎず、「むしろ、保護の実態的部分
は法外の事実行為として行なわれるであろう」と指摘し
ている16)。
一方で、小山は、「保護」に関し、「この法律では、保
護という言葉を特に定義していないが、「国がこの法律
の定めるところによって被保護者に対して行う金銭給付
又は物品給付」（第六条）を指す最狭義に使用している」
とし、「したがってわれわれが通常保護として行ってい
るケースワークの多くはこの中には含まれない」として
いる17)。
小山の法の目的の解釈において関連して自立助長、
ケースワークが論じられることが多いが、ここで、注目
すべき点を二つに分けて指摘することができる。
一つは、最低生活保障を具体化する「保護」と自立助
長を根拠として行なわれるケースワークが、それぞれ社
会保障と社会福祉の機能を分け持つという制度の意義を
背景に、それぞれがきわめて限定的に位置づけられてい
ることである。即ち、ケースワークは、法律に基づく保
護には含まれないという考え方に対置されて、「法律の
上では金銭給付と現物給付だけが法律上の保護として現
れている」とし、保護の内容が「給付」に限定されて解
釈されている点が特徴的である。
しかし、保護の内容にケースワークが事実上含まれて
いるということを宣言していることになる。保護は、金
銭給付であるといいながら、ケースワークも保護である
といって、保護の内容が拡大されている。
他の一つは、このように金銭給付と現物給付だけが法
律上の保護であると位置づける一方、自立を助長するた
めにケースワークが行われるとしながら、ケースワーク
には法律上の根拠がないとしたことである。
一方で、保護の適格性の判断と不可分の関係にある
「収入認定（法第 8 条を根拠）」に関し、収入の認定の「す
べての行為をその世帯に関するケースワークの過程たら
しめる」としている18)｡ 法律行為にいたる過程を、いわ
ば法に根拠のない事実行為の過程としてとらえるべきと
していることになる。
小山の見解によって、生存権を具体化する法制度とし
ての生活保護制度は、その制度の確立期から、最低限度
の生活保障と自立の助長という目的の達成に関し、保護
とケースワークをどう捉えるかという問題に二分され、
それぞれ給付を意味する法律上の「保護」と、自立を助
長する法律上根拠のない「ケースワーク」の問題に限定
されて論じられることとなった。
（ 3 ）仲村優一の、公的扶助の手段としての「ケース
ワーク」
仲村は、小山が「保護を受ける者の中に、経済給付を
行えば足る対象者と、経済給付のみでは足らず、それ以
外の社会的適応はかるための措置をとる必要のある者と
がいる」とし、福祉事務所等で取り扱われるケースは皆
何らかの意味で問題をもっているケースであるとする通
俗的ケースワーク論を打破した点を評価した。一方で
ケースワークを要するケースの場合に、経済給付がケー
スワークの手段として用いられても良いとする考え方
（自立更生のためには、経済給付の内容に若干の手加減
を加えてもよい、終始認定をずさんに行ってもよい）に、
誤った理論的根拠を与える、と批判した19)。
その上で、ケースワークを公的扶助の手段とする公的
扶助ケースワークを提唱した。
２．制度展開期以降における保護の決定実施をめぐる
議論 20）
生活保護制度の実施が、ケースワークとして行われと
する見解が、現在どのように理解されているか、論者ご
とに検討する。
（１）目的に基づく事務の区分についての見解
生活保護法第 1 条に規定される二つの目的ごとに、事
務が行われると考える見解が一般に容認されている。
岡部は、生活保護制度の目的は、「最低生活保障（経
済保障機能）と自立助長（対人サービス機能）」であり、
「経済保障機能と対人サービス機能を一体的に行うこと
が望ましい」（岡部，2002）と述べている。この見解で
は、ケースワークと言う用語を用いず、対人サービスと
言い、その根拠を自立助長とし、法定の給付を経済保障
としている点に特徴がある21)。
清水は、「新しいソーシャルワーカー像」を述べる中
で、「金銭給付とケースワークの分離論」を展開してい
る。その前提として、「実質的に保護の要否を決定する
権限を持つ生活保護担当者」の生活保護業務を、「金銭
給付にかかわる業務とケースワーク的業務」あるいは、
「常識的な認定業務と援助業務」に分けることができる
という認識に立っている22)。
これら二つの業務を、一人の担当者が行うことを「一
体論」、それぞれを別の部署ないし担当者が分担するこ
と「分離論」と呼ぶとしている。清水は、我が国生活保
護行政の主眼が、保護の適正実施に偏重してきた経緯あ
るいは、福祉行政の前提となる専門職制度の確立が極め
て不十分な現状等から、「一体論への疑問」を投げかけ、
分離論の展望を述べている。
（２）決定実施自体をケースワークとする見解
六波羅は、生活保護における自立の助長は、「要保護
者に対する経済的側面だけではなく、社会福祉としての
対人サービス的要素をもったものとして」、「具体的な援
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助としてのケースワークを意図したもの」であるとし、
ケースワークと「法の条文の関連性について整理」する
としている23)。
まず法第27条における「指導指示」について、実施機
関は被保護者に対して、生活の維持、向上その他保護の
目的達成に必要な指導指示をすることができるとされ、
さらに法第62条で、「指示等に従う義務」が規定されて
おり、これらの義務に違反をしたときは、保護の変更、
停止又は廃止することができるから、法律の内容は「か
なり強い強制力」をもったものに感じられるが、法第27
条には、第 2 項、第 3 項があり、これらの条項の存在は、
「指導指示」の意味合いが「現実にはケースワークを意
図していた」と解釈されるとしている。
六波羅は「ケースワークは保護そのもの」であり、「生
活保護担当のケースワーカーは、生活保護法に規定され
ている経済給付と自立助長を背景としたケースワーク援
助を行うことが求められている」とし、法律と実際の援
護を考えると、必ずしも固有のケースワークについての
実践が明確な形で、法律や実施要領に明示されていない
のが実情」と述べている。
（ 3 ）保護の決定実施が、ケースワークの裁量であると
する見解
ケースワークは、ケースワーカーと呼ばれる福祉事務
所の職員の業務の全てを含む概念であるという解釈も広
く行われてきた。そこでは、ケースワークが保護の決
定･実施過程におけるある種の裁量を意味すると考えら
れている。
長友は、「保護の決定実施の多くは実施機関やケース
ワーカーの裁量に任されている」とし24)、その根拠を小
山の解釈においている。また「保護の申請（法 7 条）、
資力調査（法 4 条、28条、29条）、保護の要否判定、保
護の開始・変更決定（法24条、25条）、保護費の程度の
決定（法 8 条）、保護の停止･廃止など保護の決定実施の
場面におけるケースワーカーの裁量行為」に科学性専門
性等が必要と述べている25)。
保護の決定実施が、法律の解釈と事実認定によって行
われることは自明のことであり、長友が、「保護の決定
実施の多くは実施機関やケースワーカーの裁量に任され
ている」という表現を使うことは、行政処分における裁
量行為のコントロールが司法裁判所の下におかれること
となった現在までの行政法学の裁量行為に関する到達点
をふまえていない26)。
3 ．小 括
制度確立期から今日まで、制度運用に携わり公権的解
釈を形成する立場の論者及び生活保護制度の研究者がど
のような見解を示してきたかについては既述のとおりで
あるが、共通することは次の通りである。
① 生活保護制度の運用は行政処分としての保護の決定
により行われるが、同時にそのことがケースワーク
として行われ、制度の目的の一つである自立助長を
具体化する過程として、「生活保護制度の適用自体
がケースワークである」等、一体的に論じられるこ
とである。
② 行政処分の過程が、ケースワークの過程として論じ
られるが、ケースワークの意義は多義的であり、確
定したものではない。
③ 「生活保護に関して、面接、調査、判断、指導とい
う方法によりケース・ワークを行う」と述べるのみ
で、ケースワークの技術として、公権的に確定した
ものはなく、結局ケースワークという裁量に基づい
て行政処分が行われると述べるにとどまっている。
④ 制度確立期以降の特徴としては、最低生活保障と自
立の助長それぞれの機能を一体的に行うべきとする
岡部の見解あるいは、分離して行うべきとする清水
の見解がある一方、保護の決定自体をケースワーク
であり、保護の決定実施がケースワークの裁量であ
るとする見解が示されていることである。
⑤ したがって、生存権の具体化としての保護受給権を
どのように保障するかといった視点からの議論が十
分行われたとはとはいえない。
Ⅳ 生活保護法に基づく「保護の決定及び実
施に関する事務」の意義
１．生活保護法における規定の意義
生活保護法第 2 条は、すべての国民に「この法律の定
める要件を満たす限り、この法律による保護を無差別平
等に受けることができる」と規定している。これは、無
差別平等の原理として、すべての国民に、保護の請求権
を保障したものである。この原理により、法第 7 条に規
定する申請保護の原則において具体的な申請手続きを示
し、保護の申請権を保障するとともに、急迫状況にある
要保護者に対しては、申請がない場合でも保護を行うこ
とができる旨規定する。なお、「この法律の定める要件
を満たす限り」とは、法第 4 条に示された保護の補足性
の要件を指している。「この法律による保護」とは、法
第 1 条及び 3 条に規定される「健康で文化的な最低限度
の生活保障」である。
法第 3 条・4 条をうけて、第 8 条に基準及び程度の原
則が規定され、生活保護基準に基づく最低生活費が決定
されることになる。
法第 7 条を受けて、保護の実施機関について、法第24
条に「申請による保護の開始及び変更」、第25条に「職
権による保護の開始及び変更」を規定し、それぞれ申請
に対する応答義務と職権による要保護者への対応を義務
付けている。
保護の決定については、法第24条に「保護の実施機関
は、保護の開始の申請があったときは、保護の要否、種
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類、程度及び方法を決定し、これを通知しなければなら
ない。」と定められている。ここに規定された決定が、
法第 2 条に規定される「この法律に定める要件を満た
す」場合に行われるものであることは、法第 5 条に規定
されるとおりである。
生活保護法第19条第 1 項は、「都道府県知事、市長及
び社会福祉法に規定する福祉に関する事務所を管理する
町村長は、次に掲げるものに対して、この法律の定める
ところにより、保護を決定し、かつ、実施しなければな
らない。」と規定し、第 4 項、第 5 項は、第 1 項に規定
する「保護を決定し、かつ実施する事務」を、「保護の
決定及び実施に関する事務」として、その委任等につい
て規定している。したがって、「保護の決定及び実施に
関する事務」は、保護を決定し、かつ、実施する事務の
ことである。
小山は、「決定」とは、個々の要保護者に対してその
具体的事情に基づき保護の要否、種類、程度及び方法並
びに保護の変更、停止又は廃止を判定する行政行為であ
るとしている（小山，1975：305）。また「実施」とは、
決定の内容を正規に従って具体的に実行するところの所
謂事実行為というとし、法第19条の標題として掲げる
「実施機関」の意義は、行政行為としての「決定」と事
実行為としての「実施」とを総合したところの保護の実
際を担当する機関という広義の「実施」の意であるとし
ている。なお、「実施」は、決定に拘束され、決定があっ
た限りは、その決定の内容のとおりに定められ、保護金
品を定められた時期に、定められた被保護者に交付しな
ければならず、何らかの決定なくして保護を実施するこ
とはできないとする。
ただ法第27条に規定する指導指示並びに法第28条に規
定する調査及び検診の如きは「保護の実施機関の保護に
関する処分であるが、法第19条にいう保護の「実施」で
はないとする（小山，1975：306）。
したがって、保護の決定及び実施に関する事務は、生
活保護法が保障する保護を受給する権利の行使である申
請に対して、法第24条に規定した保護の実施機関の申請
に対する応答義務を具体化する事務ということができる。
２．法定受託事務としての意義
2000年 4 月 1 日から施行された生活保護法第84条の 4
は、「別表の上覧に掲げる地方公共団体がそれぞれ同表
の下欄の規定により処理するとされている事務は、地方
自治法第 2 条第 9 項第 1 号に規定する第 1 号法定受託事
務とする」と定めている。
国の通知によれば、「地方分権の推進を図るための関
係法律の整備等に関する法律」第171条に基づく改正と
して、「生活保護法に規定する保護の決定、実施等に関
する」を、この表に列挙された事務が法定受託事務であ
ることを明示したものである27)。
これにより、法第27条第 1 項に基づく指導指示は、保
護の決定、実施等に関する事務であり、法定受託事務で
あるのに対して、法第27条の 2 に基づく相談及び助言は
自治事務であることになる。とくに、法第27条の 2 につ
いては、「従来から、ケースワークの一環として事実上
行われてきた要保護者の自立助長のための相談助言に係
る事務を、自治事務として法定化することとし、法第27
条の 2 を創設した」とされている28)。
また、法第27条の 2 に基づく自立助長のための相談助
言には、「強制力がない」が、法第27条に規定する指導
及び指示の事務は、被保護者がこれを遵守しない場合に
は、「同法第62条の規定により保護の停止又は廃止の処
分を行うことができるもの」としている29)。
この表に列挙された事務は、法定受託事務であるのか
自治事務であるのかの区分をするために示されたもの
で、保護の決定及び実施に関する事務か否かを表したも
のではないが、国の通知が、保護の決定及び実施に関す
る事務を、法定受託事務として示したといっているの
で、実質的に「保護の決定及び実施に関する事務」の範
囲が示されたことになる。
この法改正により、生活保護制度の事務は、国が定め
た処理基準に基づいて行われる保護の決定実施と、「従
来から、ケースワークの一環として事実上行われてき
た」要保護者の自立助長のために行われる相談助言の二
つに区分されることが確認された。
３．「保護の実施要領」の意義
（１）事務処理基準
「保護の実施要領」とは、昭和36年 4 月 1 日厚生省発
社第123号として各都道府県知事・各指定都市市長宛発
せられた厚生事務次官通知「生活保護法による保護の実
施要領について」である。現在は地方自治法第245条の
9 第 1 項及び第 3 項の規定による事務処理基準である。
内容は、保護の実施における生活保護法の解釈指針で
あり、保護の基準と一体不可分の役割をもつ。
法第 2 条に、「この法律に定める要件を満たす限り」、
保護を受けることができるとあるが、その法律に定める
要件をさらに具体化したものが、保護の実施要領であ
る。すなわち、世帯とは何か、資産とは何か等を具体的
に示すことで、あるいは最低生活費の認定としていかな
る場合に、加算を計上できるか等を規定し、保護の要否
判定を可能とする。
（２）「保護の実施要領」の空白
筆者は、2006年に、福祉事務所が要保護者に違法に保
護の適用を行わない実態について相次いで報道される状
況の中で、問題が申請と稼働能力をめぐって起きてお
り、保護の要件に係る法規定と対応する実施要領の表を
示して、その背景に「『保護の実施要領』の沈黙」が在
ることを指摘した30)。
申請書の交付をしなかった職員の行為の違法性が一つ
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の争点となった裁判として、「生野区福祉事務所事件」
がある。当時の保護の実施要領の「保護申請時における
助言指導」の解釈が、一審と二審で分かれている。第一
審（大阪地裁）は、助言指導に従わない時は、保護の要
件を欠くから申請を却下すると定めているが、「申請を
受理しないことができるとはされていない」として、保
護開始申請の受理拒絶の行為は国家賠償法上違法とし
た。これに対して第二審（大阪高裁）は、同じ実施要領
の規定の解釈を根拠に、職員が申請書を交付しなかった
のは、この規定により、「行政指導としての説得が続い
ていた間のもの」として、国家賠償法上違法とはいえな
いとした31）32)。
また、稼働能力では、きわめて重要な保護要件である
のに、それがあるかないかをどう判定するかという基準
が存在しなかった。稼働能力の活用について初めて争わ
れた裁判には、名古屋市笹島野宿者生活保護処分違法確
認等請求事件がある33)。
その後2008年度から、保護の実施要領に稼働能力活用
と保護の開始申請等が加わり、筆者の指摘どおり改定が
行われた。
Ⅴ 考察―保護の受給要件認定の在り方
生活保護制度の確立期において、制度の運用がケース
ワークないしは自立助長の在り方として論じられてきた
ために、保護の決定実施自体がケースワークである等、
本来の制度の在り方と乖離する見解が示されている。
○保護の受給要件の確認の意義
保護の決定は、申請に基づく保護の開始、却下、変更、
停廃止等の行政処分として行われるが、この事務は、ナ
ショナルミニマムを保障するための事務として全国一律
の基準に基づき、行政処分として適正に実施することが
求められている34)。
生活保護制度の運用において、保護の決定に係る要件
の確認は、当該要保護者の状況の把握（事実の認定）と
一体のものであり、保護の受給要件に係る適切な総合的
評価を行うことは、各実施機関にとって焦眉の課題で
ある。
国は、生活保護制度の制度･運用の在り方に論及する
中で、「資産、能力の活用の在り方」をその重要な課題
と位置づけ、「稼働能力の活用の要件」について、「実際
には、その評価方法や位置づけが必ずしも明確でなく、
ともすれば身体的な稼働能力の有無や年齢のみを持って
これを判断する傾向も見られる」としている。そこで
「ケースワーク」の表現を一切使用せずに、稼働能力の
活用状況については、年齢等のみでなくその他の個人的
状況の把握による「総合的評価」が必要としている。（社
会保障審議会「生活保護制度の在り方に関する専門委員
会報告」2004年）。その後、厚生労働省の監査方針（2006
年）あるいは「自立支援の手引き（2008年）」において
アセスメントの重要性が指摘された。
○今後の課題―稼働能力活用要件に係る判例の検討に基
づくアセスメント方式の開発
近年、「能力の活用」にかかる要件の解釈をめぐる不
適切な運用の発生がしばしば指摘されており、1996年名
古屋地裁判決（名古屋市笹島野宿者生活保護処分違法確
認等請求事件）から2014年静岡地裁判決（静岡市生活保
護稼働能力訴訟）まで 7 件の裁判が行われている。
既述の名古屋市笹島野宿者生活保護処分違法確認等請
求事件では、就労能力と就労の意思があり、就労の場が
得られない場合は、稼働能力を活用していないとは言え
ないと判示され、これをふまえて保護の実施要領に稼働
能力の項が追加されたが、稼働能力自体の判断方法は規
定されていない。その後の2011年には、就労の場がある
か否かは、「その意思にのみ基づいて直ちに稼働能力を
活用する場を得ることができると認めることができない
限り（中略）稼働能力活用要件を充足する」という解釈
が示された35)。また傷病を有する64歳の元ホームレスの
被保護者に対する保護の廃止処分に関し稼働能力活用要
件が充足されているか否かについて、保護の実施機関で
適切な判断ができていないこと、「考慮すべき事項（項
目）」が考慮されていないことが指摘されている36)。
本研究においてもっとも重要な点は、受給要件の認定
をケースワークの観点から分離し、法の求める要件をア
セスメント項目として具体化することで、客観的事実の
把握をすべきことが求められている。具体的方向性を示
すと次のとおりである。
※アセスメント様式の考え方
○法律の要件充足のアセスメント項目設定
○アセスメント項目充足のための評価項目の設定
○評価項目の充足に係る検討項目・基準の設定
○項目が充足できない場合の代替措置（決定後の支
援方針の設定）
※運用の考え方 ○稼働能力活用が直ちに行えない
場合、扶養義務の履行の可否が不明の場合等、課題
を明確化して保護の決定が先行できるアセスメント
方式の具体化・様式化
今後、客観的かつ適正な保護の決定実施に資する保護
の開始決定全般に係る受給要件の認定の方法として、
「考慮すべき事項（項目）」をふまえたアセスメント方式
の開発が必要である。
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A Study on How Requirements for Receiving Public Assistance are Atipulated:
Examining Assessment Methodology to Facilitate
the Objective Determination of Requirements for Receiving Assistance
Junichi SHIBATA
Abstract : Public assistance enshrines the right to life ̶ as specified in the Constitution of Japan ̶ as a legal
right. Deciding what assistance will be provided is an administrative action. The stipulated requirements for
receiving assistance should be based on objective standards as specified by law, However, in some instances,
requirements for receiving assistance are not stipulated, nor is assistance provided according to objective
standards. The historical context for this situation is that public assistance has been provided through casework
since its inception. Amendment of the Local Autonomy Act in 2000 resulted in “clerical work in relation to
deciding and providing assistance” being statutorily delegated to local governments. With a clear legal
distinction now established between casework and clerical work that was formerly classified as casework, this
paper will discuss clerical work in relation to deciding on and providing assistance, and aspects of that work that
relate to casework. This paper will also identify the events that led to the need to stipulate requirements for
receiving assistance based on standardized considerations, leading to the development of an assessment form.
Keywords : public assistance, deciding assistance, guidelines on the provision of assistance,
the requirement that public assistance applicants do everything in their power to work, casework
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